
平成 22 年度税制改正（租税特別措置）要望事項（新設・拡充・延長） 

   （農林水産省総合食料局食品産業企画課） 

制 度 名 
試験研究費の増加額等に係る特別税額控除制度 
（食品産業及び農薬製造業） 

税 目 
所得税・法人税（該当条項：措法第１０条第６項、第４２条の４第９項、第６８条
の９第９項） 

要
望
の
内
容 

試験研究費の増加額に係る税額控除または売上高に占める割合が１０％を超える

試験研究費に係る税額控除の選択適用が可能となる措置について、適用期限を２

年延長すること。 
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⑴ 政策目的 
食品産業については、食料の安定供給や地域経済の活性化において重要な役割

を果たしており、輸入食品との競合が激化する中でその役割が引き続き十分発揮

されるよう新技術の開発・導入等を促進し、競争力の強化を図ることが必要であ

る。また、農薬製造業においては、消費者の食の安全性・信頼性の確保に対する

関心の高まりを踏まえ、より安全性の高い環境負荷の少ない農薬を供給できるよ

う研究開発の一層の促進を図ることが必要である。 

我が国の食品産業及び農薬製造業が発展を図るためには、企業等による研究開

発の促進が重要な課題である。 

 

⑵ 施策の必要性 
① 食品産業においては、安全性確保、高品質化、健康志向等多様化する消費者

ニ－ズへの対応、食品残さのリサイクル等の環境対策等に積極的に対応してい

くことが求められている。また、平成 20 年には、農商工等連携促進法が施行

され、中小企業と農林漁業者とが有機的に連携した「農商工連携」により、相

互の経営資源を有効活用した新商品・新サービスの開発等の取組への支援が始

まっており、地域経済の活性化の担い手として研究開発力の向上を通じた経営

基盤の強化や、その研究開発に寄せる期待は、ますます強まっている。 
 ② 農薬製造業においては、農薬に対してより高い安全性、環境にやさしいこと

が求められており、研究開発にかかる経費は企業にとって大きな負担となって

いる。使用者のニーズに合った目的の効果があり、安全性の高い、環境負荷の

少ない新農薬の研究開発は、農業生産性の向上及び農業生産の安定を図る上で

も必要不可欠である。 

③ また、これら食品産業及び農薬製造業に係る独自の研究開発が難しい民間企

業等が、連携して研究開発することが可能な技術研究組合法（昭和３６年法律

第８１号）に基づく制度があり、技術研究組合の組合員による研究開発をより

一層促進することも不可欠である。 

④ このように、食品製造業及び農薬製造業における研究開発の重要性は高まっ

ていることから、民間企業等における研究開発に対する予算措置（補助金・委

託費）を一部講じているところであるが、なお一層、研究開発を促進をするた

めには、税制措置による支援が不可欠である。 

 

⑶ 要望の措置の妥当性 

食品産業及び農薬製造業が抱える諸問題に対応するためには、研究開発にかか
る負担を軽減し、積極的な研究開発の推進を図ることが効果的である。限定的な
予算措置（補助金・委託費）の研究開発支援と比較して税制措置による研究開発
支援は、民間企業の研究開発活動に直接的かつ広範囲に支援することが可能であ
り、技術基盤や競争力強化に直結するものである。 
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政策評価体  

系における   

位 置 付 け 

Ⅰ－①食品産業の競争力の強化【平成 20年度、平成 21 年度】 
 
 
 
 

政 策 の  

達成目標 

食料の安定供給や地域経済の活性化など食品産業がその役割を十分発揮できるよ

う研究開発の促進によりその技術基盤や競争力の強化を図る。 
 また、農薬製造業については、より安全性の高い、環境負荷の少ない農薬を供給
できるよう、研究開発の一層の促進を図る。 
 

租税特別措 

置の適用又 

は延長期間 

平成 24 年 3月 31 日（２年間） 

 
 
 
 

同上の期間中

の達成目標 

政策の達成目標に同じ。
 
 

当該要望項目

以外の税制上

の支援措置 

試験研究費の総額に係る特別税額控除制度 
中小企業技術基盤強化税制 
 
 
 

予算上の措置

等の要求内 

容及び金額 

・新たな農林水産政策を推進する実用技術開発事業（21 年度予算額：65 億円） 

・産学官連携による食料産業等活性化のための新技術開発事業（21年度予算額：2

億円） 

・イノベーション創出基礎的研究推進事業（21年度予算額：68億円、（独）農

業・食品産業技術総合研究機構委託事業） 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

予算上の措置は、それぞれ国の政策に基づき助成等の対象者（民間企業等を含
む）及び研究テーマ等を設定することで、より特定された分野又はフェイズにおけ
る成果の獲得を目指す制度であり、民間活力による研究開発投資を幅広く促進する
制度である税制措置とは対象を異にするものである。 
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政 策 の  

達成状況 

食料の安定供給や地域経済の活性化等において重要な役割を果たし、新技術の開
発・導入等についても一層の促進を図ることが期待できることから、相応の達成状
況にあるといえる。 
 

租税特別措置

の適用実績 

平成 17 年度 14,731 百万円 （適用法人数：44,197) 
平成 18 年度  11,681 百万円 （適用法人数：44,212) 
平成 19 年度 10,396 百万円 （適用法人数：43,855) 

（出典：国税庁「税務統計から見た法人企業の実態」） 
（農薬製造業については、化学工業に占める割合を乗じて算出。出典：経済産業省

「工業統計表」） 

租税特別措置

による政策 

の達成目標の 

実現状況等 

政策の達成状況に同じ。
 
 
 
 
 

前回要望時 

の達成目標 

食料の安定供給や地域経済の活性化など食品産業がその役割を十分発揮できるよ

う、研究開発の促進によりその技術基盤や競争力の強化を図る。 
 また、農薬製造業については、より安全性の高い、環境負荷の少ない農薬を供給
できるよう、研究開発の一層の促進を図る。 

前回要望時 

からの達成度

及び目標に 

達していない 

場合の理由 

食品産業は中小企業の割合が高く、収益性が低いなど、他の産業に比べ、研究開
発基盤は依然として弱い。また、農薬製造業は、農業生産における生産資材費の低
減の取組が進められている中、より安全性の高い、環境負荷の少ない農薬を供給す
ることが求められており、研究開発にかかる経費の負担が大きいなどの課題が残さ
れている。 
 



これまでの 

要 望 経 緯 

昭和４２年度創設以降２～３年毎に延長等 
 
昭和４２年度 創設 増加した試験研究費の２５％税額控除 
昭和４３年度 拡充 １２％を超える増加分…５０％税額控除 
          １２％以下増加分………２５％税額控除 
昭和４９年度 縮減 １５％を超える増加分…５０％税額控除 
          １５％以下増加分………２５％税額控除 
昭和５１年度 縮減 増加した試験研究費の２０％税額控除 
昭和６０年度 拡充 基盤技術研究開発促進税制の創設 
          中小企業技術基盤強化税制の創設 
昭和６３年度 拡充 特定株式の取得価額の２０％を増加試験研究費として特別加

算 
平成 ５年度 拡充 特別試験研究費税額控除制度の創設 
          （共同試験研究促進税制の創設、環境技術試験研究促進税制

の創設） 
平成 ６年度 拡充 特別試験研究費税額控除制度の拡充 
          （国際共同試験研究促進税制の創設） 
平成 ７年度 拡充 特別試験研究費税額控除制度の拡充 
          （大学との共同試験研究を追加） 
平成 ９年度 拡充 特別試験研究費税額控除制度の拡充 
          （大学との共同試験研究を行う民間企業が自社内で支出する

試験研究費を税額控除の対象に追加） 
平成１１年度 拡充 比較試験研究費の額を過去５年間の各期の試験研究費の額の

多い方から３期分の平均額とし、当期の試験研究費の額が比
較試験研究費の額を超える場合（当期の試験研究費の額が、
基準試験研究費の額〔前期及び前々期の試験研究費の額〕を
超える場合に限る）には、その比較試験研究費の額を超える
部分の金額の１５％相当額を税額控除する）制度へ改組。 
特別税額控除限度額を当期の法人（所得）税額の１２％相当
額（特別試験研究の額がある場合には、その支出額の１５％
相当額を加算することとし、当期の法人（所得）税額の１
４％相当額を限度）に変更。 

       縮減 基盤技術研究開発促進税制及び事業革新円滑化法の特定事業
者に係る特例の廃止 

平成１２年度 縮減 特定農産加工業経営改善臨時措置法の特定事業共同組合等が
賦課する負担金及びエネルギー等の使用の合理化及び再生資
源の利用に関する事業活動の促進に関する臨時措置法の組合
等が賦課する負担金の廃止。   

平成１３年度 拡充 特別試験研究費の範囲に研究交流促進法の試験研究機関等に
該当する特定独立行政法人との共同試験研究を加える。 

       縮減 伝統的工芸品産業の振興に関する法律の製造協同組合等が賦
課する負担金の廃止。 

平成１４年度 縮減 沖縄振興開発特別措置法の商工組合等が構造改善計画に係る
負担金の廃止。 

平成１５年度 創設 試験研究費総額の一定割合の税額控除制度を創設。 
       縮減 食品流通改善促進法に基づく負担金の廃止。 
平成１６年度 縮減 中小企業経営革新支援法（沖縄振興特別措置法に掛かる部分

を除く。）の廃止。 
平成１７年度 縮減 沖縄振興特別措置法及び食品の製造過程の管理の高度化に関

する臨時措置法の負担金の廃止。 
平成１８年度 創設 試験研究費の増加額に係る税額控除制度の創設 

縮減 税額控除率の２％上乗せ措置の廃止 
平成２０年度 創設 試験研究費の増加額×５％を税額控除（増加型）する制度の

創設 
売上高の１０％を超える額×一定比率を税額控除（高水準
型）する制度の創設 

平成２１年度  拡充  産業技術力強化法の一部改正に伴い、改正後の同法に規定す
る試験研究独立行政法人と共同して行う試験研究に係る費用及
び同法人に委託する試験研究に係る費用を加える。 

拡充 (経済対策)試験研究費の総額に係る税額控除制度等について
① 平成２１、２２年度において税額控除ができる限度額を

当期の法人税額の２０％から３０％に引き上げるととも
に、 

② 平成２１、２２年度に生じる税額控除限度超過額につい
て、平成２３、２４年度において税額控除の対象とする
ことを可能とする。 

 

 


